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２２２２    男女均等男女均等男女均等男女均等なななな取扱取扱取扱取扱いについていについていについていについて    

 

（（（（１１１１））））係長相当職以上係長相当職以上係長相当職以上係長相当職以上のののの管理職管理職管理職管理職のののの状況状況状況状況    ①①①①男女比男女比男女比男女比    係長相当職以上の管理職の男女の割合は、男性 80.7%、女性 19.3%となっている。 女性の占める割合を規模別にみると、10～29 人が 23.7％と最も高く、次いで 100～299 人が
21.6％、30～99人が 19.4%、300人以上が 13.3%となっている。産業別では、サービス業が 37.2%と最も高く、次いで金融・保険・不動産業が 21.4％、卸売・小売業が 16.0％の順となっている。（図
12-1） 

 図12-1　管理職の男女比80.776.380.678.486.792.090.690.984.078.690.4
19.323.719.421.613.39.49.116.021.49.662.8

8.0
37.20 20 40 60 80 100

調 査 産 業 計１０人～２９人３０人～９９人１００人～２９９人３００人以上建　　　設　　　業製　　　造　　　業運 輸 ・ 通 信 業卸 売 ・ 小 売 業金融・保険・不動産業飲 食 店 ・ 宿 泊 業サ　ー　ビ　ス　業 （％）男性 女性             
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②②②②年齢年齢年齢年齢階層階層階層階層別男女比別男女比別男女比別男女比    管理職に占める女性の割合を年齢階層別にみると、「30歳未満」で 46.9％と最も高く、「50歳以上」が 19.5％、「40～49歳」が 18.6%、「30～39歳」が 16.7%となっている。（図 12-2） 
 図12-2　年齢階層別管理職の男女比53.1 83.381.480.5

46.9 16.718.619.50 20 40 60 80 100
30歳未満30～39歳40～49歳50歳以上 （％）男性 女性     

    ③③③③職階別男女比職階別男女比職階別男女比職階別男女比    管理職に占める女性の割合を職階別にみると、「係長相当職」で 24.5%と最も高く、以後職階が上がるにつれて低下し、「課長相当職」で 15.2%、「部長相当職」で 13.5%となっている。（図 12-3） 
 図12-3　職階別管理職の男女比75.584.886.5

24.515.213.50 20 40 60 80 100
係長相当職課長相当職部長相当職 （％）男性 女性         
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（（（（２２２２））））男女均等男女均等男女均等男女均等なななな取扱取扱取扱取扱いいいいについてのについてのについてのについての取組状況取組状況取組状況取組状況    男女の機会均等をめざした企業方針等についてみると、「企業方針等に定めていないが、企業のトップが明言している」が 32.7％、「企業方針等で定めている」が 9.3％、「企業方針等で定め、かつ企業のトップが明言している」が 3.6％となっており、これらを合わせた 45.6％が何らかの取組を行っている。｢特に取り組んでいない｣は 40.1％となっている。（図 13） 
 図13　男女均等な取扱いについての取組

その他9.1%
特に取り組んでいない40.1%

無回答・不明5.3% 企業方針等に定めていないが、企業のトップが明言32.7%

企業方針等で定めている9.3% 企業方針等で定め、かつ企業のトップが明言3.6%
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（（（（３３３３））））ポジティブポジティブポジティブポジティブ・・・・アクションアクションアクションアクションのののの取組取組取組取組みみみみ    ポジティブ・アクションの促進のための措置の実施状況をみると、何らかの措置を行っている事業所が 73.0％で、前回調査（平成 23年度）の 78.8％と比べると 5.8ポイント減となっている。 これを規模別にみると、300 人以上で 91.3％と最も高く、規模が小さくなるほど低くなっており、
10～29人が 60.4％となっている。産業別では、金融・保険・不動産業が 90.3％と最も高く、次いで製造業が 78.5％、卸売・小売業が 76.4％の順となっている。（図 14-1） 措置内容（複数回答）をみると、「男女平等の評価や給与体系」が 48.4%と最も高く、次いで「女性の採用拡大」が 29.1%、「女性の職域拡大」が 28.2％、「各種研修・教育への女性の参加を奨励」が 27.9％、「女性の昇進・昇格を推進」と「職場環境・風土の改善（男女の役割分担意識の解消）」がともに 27.0％、「法を上回る制度の導入」が 6.7％となっている。（図 14-2） 

 図14-1　ポジティブ・アクション促進のための措置実施状況73.060.4 67.0 80.3 91.356.7 78.576.276.4 90.367.668.140 60 80 100
調 査 産 業 計１０人～２９人３０人～９９人１００人～２９９人３００人以上建　　　設　　　業製　　　造　　　業運 輸 ・ 通 信 業卸 売 ・ 小 売 業金融・保険・不動飲食店・宿泊業サ　ー　ビ　ス （％）     

    図14-2　ポジティブ・アクション促進のための措置内容 48.429.128.227.927.027.06.70 10 20 30 40 50
男女平等の評価や給与体系女性の採用拡大女性の職域拡大各種研修・教育への女性の参加を奨励女性の昇進・昇格を推進職場環境・風土の改善（男女の役割分担意識の解消）法を上回る制度の導入 （％）         
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（（（（４４４４））））セクシュアルセクシュアルセクシュアルセクシュアル・・・・ハラスメントハラスメントハラスメントハラスメント    ①①①①基本方針基本方針基本方針基本方針のののの策定策定策定策定    セクシュアル・ハラスメントについての基本方針の策定状況をみると、検討中を含めて“基本方針を定めて取組む”が 64.6％で、前回調査（平成 21 年度）の 67.2％に比べると、2.6 ポイント減となっている。 “基本方針を定めて取組む”を規模別にみると、300 人以上で 93.3％と最も高く、規模が小さくなるほど取組む割合は低く、10～29 人が 35.4％となっている。産業別では、金融・保険・不動産業が 87.1％と最も高く、次いで飲食店・宿泊業が 76.4％、運輸・通信業が 76. 2％の順となっている。（表 15）  表表表表 15151515    セクシュアルセクシュアルセクシュアルセクシュアル・・・・ハラスメントハラスメントハラスメントハラスメントのののの基本方針基本方針基本方針基本方針のののの策定策定策定策定    

          

％（件数）調 査 産 業 計 100.0 ( 419 ) 64.6 ( 271 ) 55.8 ( 234 ) 8.8 ( 37 ) 32.5 ( 136 ) 2.9 ( 12 )１０人～２９人 100.0 ( 144 ) 35.4 ( 51 ) 24.3 ( 35 ) 11.1 ( 16 ) 59.7 ( 86 ) 4.9 ( 7 )３０人～９９人 100.0 ( 100 ) 61.0 ( 61 ) 51.0 ( 51 ) 10.0 ( 10 ) 34.0 ( 34 ) 5.0 ( 5 )１００人～２９９人 100.0 ( 71 ) 87.4 ( 62 ) 76.1 ( 54 ) 11.3 ( 8 ) 12.7 ( 9 ) 0.0 ( 0 )３００人以上 100.0 ( 104 ) 93.3 ( 97 ) 90.4 ( 94 ) 2.9 ( 3 ) 6.7 ( 7 ) 0.0 ( 0 )建　　　設　　　業 100.0 ( 30 ) 46.6 ( 14 ) 43.3 ( 13 ) 3.3 ( 1 ) 50.0 ( 15 ) 3.3 ( 1 )製　　　造　　　業 100.0 ( 79 ) 51.9 ( 41 ) 41.8 ( 33 ) 10.1 ( 8 ) 43.0 ( 34 ) 5.1 ( 4 )運 輸 ・ 通 信 業 100.0 ( 21 ) 76.2 ( 16 ) 61.9 ( 13 ) 14.3 ( 3 ) 19.0 ( 4 ) 4.8 ( 1 )卸 売 ・ 小 売 業 100.0 ( 89 ) 67.5 ( 60 ) 59.6 ( 53 ) 7.9 ( 7 ) 28.1 ( 25 ) 4.5 ( 4 )金融・保険・不動産業 100.0 ( 31 ) 87.1 ( 27 ) 83.9 ( 26 ) 3.2 ( 1 ) 12.9 ( 4 ) 0.0 ( 0 )飲食店・宿泊業 100.0 ( 34 ) 76.4 ( 26 ) 67.6 ( 23 ) 8.8 ( 3 ) 20.6 ( 7 ) 2.9 ( 1 )サ　ー　ビ　ス　業 100.0 ( 135 ) 64.5 ( 87 ) 54.1 ( 73 ) 10.4 ( 14 ) 34.8 ( 47 ) 0.7 ( 1 )
区　　　分 計 方針を定めている 方針の策定を検討中基本方針を定めて取組む 方針を定めていない 無回答・不明
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②②②②防止対策防止対策防止対策防止対策    セクシュアル・ハラスメントの防止対策についてみると、何らかの防止対策をしている事業所は 71.6％となっている。 これを規模別にみると、300 人以上が 98.1％と最も高く、規模が小さくなるほど低くなっており、
10 人～29 人で 43.1％と最も低い。産業別では、金融・保険・不動産が 90.3％と最も高く、次いで飲食店・宿泊業が 85.3％、卸売・小売業が 75.3％の順となっている。（図 16-1） また、防止対策を内容別（複数回答）にみると、「就業規則に規定」が 49.6％と最も高く、次いで「服務規律を定めた文書の配布」が 25.1％、「管理職・従業員研修の実施」が 24.8％、「広報啓発資料の配付」が 21.2％となっている。（図 16-2）  図16-1　セクシュアル・ハラスメント防止対策の実施状況71.643.1 69.0 94.498.146.7 65.871.475.3 90.385.370.40 20 40 60 80 100

調 査 産 業 計１０人～２９人３０人～９９人１００人～２９９人３００人以上建　　　設　　　業製　　　造　　　業運 輸 ・ 通 信 業卸 売 ・ 小 売 業金融・保険・不動飲食店・宿泊業サ　ー　ビ　ス （％）
 

 図16-2　セクシュアル・ハラスメント防止対策の内容 49.625.124.821.22.60 10 20 30 40 50 60
就業規則に規定服務規律を定めた文書の配布管理職、従業員研修の実施広報啓発資料の配布その他 （％）             
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③③③③相談相談相談相談・・・・苦情苦情苦情苦情へのへのへのへの対応対応対応対応    セクシュアル・ハラスメントの相談・苦情への対応についてみると、何らかの対応をしている事業所が 78.0％となっている。 これを規模別にみると、100 人～299 人が 95.8％と最も高く、概ね規模が小さくなるほど低くなっており、10 人～29 人で 55.6％と最も低い。産業別では、金融・保険・不動産業が 90.3％と最も高く、次いで飲食店・宿泊業が 88.2％、卸売・小売業が 78.7％の順となっている。（図 17-1） 相談・苦情に対応する窓口（複数回答）をみると、「各職場の管理職で対応」が 37.5％と最も高く、次いで「人事労務担当者が対応」が 34.1％、「既設の相談窓口で対応」が 16.7％、「専門担当者を配置した相談窓口を設置」が 16.5％、「グループ企業内の相談窓口で対応」が 6.7％、「労働組合で対応」が 5.3％、「相談専用電話を開設」が 4.3％、「社外の専門機関に委託」が 4.1％、「健康管理部門で対応」が 2.4％となっている。（図 17-2）  図17-1　セクシュアル・ハラスメントの相談・苦情への対応78.055.6 80.0 95.895.260.0 74.776.278.7 90.388.278.540 60 80 100
調 査 産 業 計１０人～２９人３０人～９９人１００人～２９９人３００人以上建　　　設　　　業製　　　造　　　業運 輸 ・ 通 信 業卸 売 ・ 小 売 業金融・保険・不動飲食店・宿泊業サ　ー　ビ　ス （％）

 

    図17-2　セクシュアル・ハラスメントの相談・苦情への対応窓口 37.534.116.716.56.75.34.34.12.42.60 10 20 30 40
各職場の管理職で対応人事労務担当者が対応既設の相談窓口で対応専門担当者を配置した相談窓口を設置グループ企業内の相談窓口で対応労働組合で対応相談専用電話を開設社外の専門機関に委託健康管理部門で対応その他 （％）
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    ④④④④相談相談相談相談・・・・苦情苦情苦情苦情のののの受付受付受付受付    平成 21 年 4 月から平成 24 年 7 月までのセクシュアル・ハラスメントの相談・苦情の受付内容（複数回答）についてみると、受付件数のうち「性的言動」が 36.7％、「身体への不必要な接触」が 26.7％、「性的な誹謗中傷の流布」「わいせつな写真の掲示」が 3.3％、「性的関係の強要」が
0.0％となっている。（図 18）  図18　セクシュアル・ハラスメントの相談・苦情の受付内容

36.7%
26.7%3.3%3.3%0.0%30.0% 性的言動身体への不必要な接触性的な誹謗中傷の流布わいせつな写真の掲示性的関係の強要その他

  

 


